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【多数当事者の債権債務関係】

一、連帯債務

１．相殺の絶対効力(436条２項)

判例･旧通説：

現在の通説：

２．絶対的効力事由が多いのはなぜか？

（１）主観的共同関係説

（２）相互保証説

３．不真正連帯債務

（１）適用場面：【　　　　】不法行為、【　　　　】責任等

（２）効果

①債権者が債務者各自に【　　　　】の履行請求できる。

②絶対的効力：債権者に【　　　　】なもののみ。

③相対的効力：それ以外。とくに、434条～439条は適用されない。

（３）求償関係

①負担部分を越えて弁済をしたとき、他の債務者に各自の【　　　　】について請求できる。

②一部の弁済の場合は？

③事前･事後の【　　　　】が必要。（443条）

（４）連帯の免除(445条)

（５）負担部分

二、連帯債権

三、不可分債権･債務
１．分割債権の原則(427条)の例外

（１）【　　　】上不可分

例:

（２）【　　　　】による不可分
２．効果
【　　　　　】債務の規定が準用されるが、【　　　　】的効力事由の規定（【　　　】条～【　　　】条）が適用されない。

【不動産担保】

【抵当権】

1、 担保法体系（第1回Handout参照）第1回講義の復習

2、 抵当権とは何か
1． 担保の主役

2． 不良債権問題

3． 【　　　　】担保物件→【　　　】の必要性

4． 成立から実行まで

（1） 諾成契約

（2） 登記の重要性

（3） 当事者

（4） 物上保証人

（5） 実行―競売―

3、 抵当権の性質･原則

1． 非占有

2． 追及力

3． 順位について

（1） 順位昇進の原則

（2） 順位確定の原則

4． 消除主義⇔引受主義
5． 優先弁済的効力

6． 不可分性

7． 物上代位性

8． 附従性

9． 随伴性

10．補充性

4、 被担保債権
1． 種類
2． 附従性･随伴性

3． 範囲

5、 抵当権の及ぶ範囲

1． 附加一体物･附合物･従物

（1） 附加一体物（370条）とは

（2） 附合物（242条）

（3） 従物(87条)

1 抵当権設定前

2 抵当権設定後　百選I85事件
	
	抵当権設定前
	抵当権設定後

	判例
	○　87Ⅱ
	直接言及していないが×と解されている

	通説
	○　370
	○　370　(経済的価値的一体性)

	少数説
	○　87Ⅱ
	○　87Ⅱ　(抵当権実行＝87Ⅱの｢処分｣)


　（４）附加一体物の分離
①抵当権の換価力･優先的支配力の問題

判例:否定

· 執行上

分離物をいったん抵当物件上に取り戻してから。

2 物権的請求権としての妨害排除請求権

A説：公示の外には及ばない。

B説：第三者が即時取得するまでは及ぶ
（４）370条の例外

2． 借地権

（1） 借地上の建物の担保取得の問題点

（2） 合意解除

（3） 地代不払いの法定解除

（4） 債権者の自衛策(資料８参照)
３．果実
（１）旧370条
（２）法定果実

百選I　86事件

（３）改正後

6、 物上代位

1． 物上代位とは何か

2． 代位の目的物

（1） 火災保険金

実際には質権設定しておくことが多い(内田403頁、資料９参照)

理由：
（２）売買代金

抵当権には【　　　　】力があるので、実益がないといわれている。

（３）買戻し代金債権　百選I　87事件

（４）賃料

①旧371条との関係

②最判平成元･10･27

｢抵当権は、目的物に対する【　　　】を【　　　　　】者の下にとどめ、【　　　　】者が自ら【　　　　】しまたは第三者に【　　　】させることを許す性質の担保権である。【　　　　】第三者に使用させることによって【　　　】を取得した場合に、右【　　　】について抵当権を行使することができるとしても、【　　　　　】者の【　　　】を妨げる理由はないので、抵当権を行使することができる｣
③批判

④収益執行制度(2004.4.1民法･民事執行法改正)
· 物上代位制度の限界

· 収益執行制度の内容

3． 物上代位行使の要件

（1） 差押えを要求する理由

A:特定性維持説

B:優先権保全説

C:第三債務者保護説

（2） 差押えは抵当権者本人がすべきか

（3） 抵当権に基づく物上代位と債権質の優劣関係

（4） 最判平成10･1･30（民集５２－１－１）最判平成10･3･26(百選Ｉ eq \o\ac(○,88))

（５）転付命令と物上代位
最判平成14･3･12

七、法定地上権

1． 法定地上権とは

自己借地権の否定

2． 法定地上権の成立要件

1 抵当権設定当時土地の上に建物があること

2 土地と建物が同一の所有者に属すること

3 土地･建物の一方に抵当権が設定されたこと

4 土地･建物の所有者が競売により異なるに至ること

３．③一方のみという要件

４．②所有者の同一性の要件

（１）登記名義

（２）設定後に別所有者になる

（３）一番抵当権設定時は別所有者だったが二番抵当権設定時は同一所有者になった(百選Ｉ eq \o\ac(○,89))
（４）土地が共有

（５）建物が共有

５．①設定時に建物があるという要件

（１）再築

（２）更地への新築

（３）共同抵当権設定後の建替え

個別価値考慮説

全体価値考慮説（最判平成９・２・１４百選Ⅰ eq \o\ac(○,90)）

八、一括競売

1． 制度の趣旨

2． 旧制度の問題点

3． 改正法
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